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第Ⅰ章　序論

　近年、ますますグローバル化が進む金融市場に対応するため、国際会計基準審

議会（ International Accounting Standards Board, 以下、IASBとする）と米国 

の財務会計基準審議会（ Financial Accounting Standards Board, 以下、FASB 

とする）は、会計基準のコンバージェンスを推進している。そのような環境下の

なかで、重要な項目の一つとして金融商品の測定が挙げられる。ここで、両団体

はすべての金融商品を公正価値で測定することを将来の長期的な目標と定めてい

るが １）、金融商品の公正価値測定を検討する上で、金融負債の公正価値測定を巡

  １） Barth, M.E.,“ Standard-Setting Measurement Issues and the Relevance of Research”，Special Is-
sues: International Accounting Policy Forum, Accounting and Business Research, Vol.３７, pp.７-
１５.
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る問題は、とりわけ重要な課題の一つである。

　金融負債の公正価値測定において、特に問題とされているのが「負債のパラ

ドックス」である。「負債のパラドックス」とは、社債、借入金といった金融負債

を、公正価値で測定される金融資産と同様に公正価値で測定し、それによって純

損益が生じる場合に起こる現象である。一般的に企業の信用力が低下するとデ

フォルト・リスクが高まり、従来より高い金利でしか資金調達ができなくなるが、

その高い金利で公正価値測定した場合と、従来の低い金利のままで公正価値測定

した場合、前者は後者より価値が小さくなる。つまり、金融負債の価値が低く見

積られることで利益が計上されてしまう。しかし、信用力が悪化すればするほど、

利益がでるという状態が一般的な感覚になじまないといえる。逆に、信用力が高

まった場合、つまり信用リスクが低下すればするほど損失を計上しなくてはなら

ないというわけである。本稿では、この「負債のパラドックス」に焦点を当てて、

金融負債の公正価値測定における問題を整理した上で、金融負債の測定問題につ

いて一定の方向性を示すものである。

第Ⅱ章　金融負債における現在の動向

　国際会計基準委員会（ International Accounting Standards Committee:以下、

IASCとする。なお、２００１年に組織改正という形で IASBとなった。）は、１９９８

年に金融商品の認識及び測定規定である国際会計基準（ International Accounting 

Standards:以下、IASとする）第３９号「金融商品：認識及び測定」を公表し、こ

の基準をもって認識、測定に係る包括的な会計基準が整備された形となってい 

る。IASBは、最終的には IAS第３９号の全体を国際財務報告基準（ International 

Financial Reporting Standards：以下、IFRSとする）第 ９ 号「金融商品」によって

置き換えるつもりである。そして、金融商品の会計基準を速やかに改善すべきで

あるという利害関係者からの要請に応じて、当審議会は IAS第３９号を置き換え 

るプロジェクトを（a）フェーズ １：金融資産及び金融負債の分類及び測定、（b）

フェーズ ２：減損の方法、（c）フェーズ ３：ヘッジ会計、の ３ つの主要なフェーズ

に分割した。IASBは、それぞれのフェーズを完了するごとに、IAS第３９号の関

連する部分を削除し、IAS第３９号の要求事項を置き換える IFRS第 ９ 号の章を 

随時設定することとしている ２）。２００９ 年 ７ 月に IASBは公開草案「金融商品： 

  ２） IASB,“Hedge Accounting”，Review Draft, ２０１２, paras.IN５, IN６.
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分類及び測定」を IAS 第３９ 号置換プロジェクトのフェーズ １ の一部として公表

した。しかし、公開草案に対するコメント提出者の一部が、分類測定に関する確

定した定めは金融資産に限定すべき ３）であり、IASBが金融負債に関する論点、

特に信用リスクの変動の影響を純損益に認識することにより生じる問題について

もっと十分に検討し議論するまで金融負債に関する現行の定めを維持すべきであ

ると述べた ４）。

　そのため IASBは、２００９年１１月に、IFRS第 ９ 号「金融商品」を公表したが、

ここでは IAS第３９号の適用対象である資産にのみ適用すべきであるとしており、

事実、金融負債は適用対象外とされた。これは、IASBが「金融負債の分類と測

定に関する定めを最終確定する前に、自己の信用リスクに関するプロジェクト及

びその他関連プロジェクトから生じる論点をもっと詳しく検討すべきである」５）

と提案したためである。これは、ほとんど全員の意見が「完全な」公正価値の金

額の方が、金融負債の信用リスクの変動の影響を無視した「調整後」の公正価値の

金額よりも理解可能性と有用性が高いというものであったこと、信用リスクの変

動に起因する金融負債の公正価値の変動の金額を算定することは難しい ６）と

いったことなどを理由とする。したがって、金融負債については、引き続き IAS

第３９号が適用されることとなった。

　IASBは、IFRS第 ９ 号の金融資産の分類及び測定に関する各章を２００９年１１ 

月に、金融負債の分類及び測定に関する要求事項を２０１０年１０月に追加した ７）。 

我が国においても、当該基準とのコンバージェンスを念頭に置き、それらが我が

国の会計上の取扱いとして受け入れるにあたり検討すべき観点を提供しており、

企業会計基準委員会は２０１１年 ２ 月に「金融商品会計基準（金融負債の分類及び 

測定）の見直しに関する検討状況の整理」を公表している ８）。

　諸団体は以前より金融商品については長期的には単一の測定方法、つまり公正

価値測定によって統一することが望ましいと方向性をだしている。また近年、

IASBと FASBは会計基準のコンバージェンスを推進するなかで、すべての金融

  ３） 世界的な金融危機により金融商品に関するプロジェクトを加速化したのであり、それは金融負債
よりも金融資産の会計処理に重点があったと考えたためである。

  ４） IASB,“Fair Value Option for Financial Liabilities”，Exposure Draft, ２０１０, para.BC３.
  ５） IASB, International Financial Reporting Standard（ IFRS）９, Financial Instruments, ２００９, 

para.BCIN.４.
  ６） IASB（２０１０），op.sit., BC８.
  ７） IASB（２０１２），op.sit., IN７.
  ８） 「金融商品会計基準（金融負債の分類及び測定）の見直しに関する検討状況の整理」企業会計基準

委員会、２０１１年、p.３。
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商品を公正価値で測定することを長期的な目標と定めており、金融商品の公正価

値測定を検討するうえで、金融負債の公正価値測定は、重要な論点の １ つである。

　しかし、財務諸表利用者の間からは、金融負債については伝統的な償却原価に

よる測定を支持するものも多い。その理由として、債務者である企業の信用状態

が悪化することによりその企業自身に評価益が計上される、いわゆる「負債のパ

ラドックス」問題がクローズアップされている。近年、負債の公正価値評価測定

に対する動きは進行傾向にあるが、これらの問題点については未だ議論がなされ

根本的な解決がなされていない。

　次章ではまず、負債を巡る公正価値測定において避けられない「負債のパラ

ドックス」における問題を整理する。

第Ⅲ章　金融負債の公正価値測定を巡る問題

第１節　負債のパラドックス問題

　「負債のパラドックス」の内容については、前述した通りであるが、より理解が

しやすいよう簡単な例を挙げておく。

　A社は× １ 年度期首に利率 ３ ％、期間 ３ 年、額面１０,０００の社債を発行したとす

る。しかし、A社は期末の時点で業績が悪化したため、信用リスクが高まり ５ ％

でないと社債が発行できなくなくなった。この時点で金利 ５ ％の社債の市場価格

が１０,０００となるため、以前発行した ３ ％の社債の市場価格は１０,０００を下回るこ

とになる。そこで従来の考え方である社債を償却原価で測定する場合（a法）、社

債に信用リスクの変動を考慮した公正価値で測定して満期まで保有する場合（b

法）、もしくは× ２ 年度末において途中償還の場合（c法）を考えていく。そして、

これらの仕訳をまとめたものが（図表 １ ）である。
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　（b法）においても（c法）においても、A社の業績の悪化により、発行した社

債の価値が減少し、その結果社債評価益が計上されていることがわかる。これ 

が、「負債のパラドックス」と呼ばれる現象である。ただ、（b法）と（c法）の違

いは、通算損益が異なるという点である。つまり、いかに A社の社債の公正価値

測定によって貸借対照表における社債の金額を下げようとも、契約上の社債の金

額はあくまで利率 ３ ％、期間 ３ 年、額面１０,０００の社債である。そのため、満期 

まで償還しない場合、社債評価益として計上した分だけ、社債償還損がでてく 

る。したがって、（a法）と（b法）の社債における通算損益に違いは出てこない

こととなるが１０）、そうであっても信用状況の悪化により評価益が計上されること

は一般的な感覚になじまないといえよう。また、（c法）の場合においても信用状

況の悪化により社債評価益を計上する点では同様である。しかし、× ２ 年度期末

における社債の公正価値は９,６２８であることから、この時点で A社が買い戻すた

めに必要な金額は９,６２８である。したがって、（c法）において A社は自己の信用

状況の悪化により、（a法）と比べて３７２だけ通算利益が大きくなることとなる１１）。

  ９） 筆者が作成。
 １０） この点は、費用の期間配分の問題となるが、「金利変動のエクスポージャ」において説明済みなの

でここでは割愛する。

 １１） 実際には、信用状況の悪化（経営状況の悪化）した企業が自身の発行した社債を買い戻すといった
ことは困難であるといえる。したがって、このような場合が想定されるのはもっぱら金融機関で

あるといえる。詳しくは後述する。

※１ 372＝｛　　　　　＋　　　　　　　｝－｛　　　　　＋　　　　　　　｝ 
 
 
 
※２ △182＝｛　　　　　＋　　　　　　　｝－｛　　　　 　　　｝ 
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《金利変更後における×2年度末の借入金の割引現在価値》－《金利変更後における×2年度末の借入金の割引現在価値》

 
　 
《×3年度末の期首における借入金の金額》 

（図表 １ ）負債のパラドックス問題における事例 ９）
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つまり、（c法）においては自己の信用状況の悪化により通算利益を大きくするこ

とができるのである。（b法）、（c法）のような現象が「負債のパラドックス」と

呼ばれるものである。

　また、以下のように実社会でも実際に負債評価益が計上されたケースがある。

　「２００９年に米大手銀行のシティなど ３ 社で５３億ドル（５２００億円）の負債評価

益により利益がかさあげされている。これは ３ 社の純利益の６７％に達する。米国

会計基準「FAS１５９」がこうした処理を認めているため違法ではないものの、本業

の収益力を反映しないため「財務の実態が見えにくくなる」との批判がある。各社

の決算資料によると、特に金額が大きいのがシティ（二十七億ドル）とバンク・

オブ・アメリカ（二十二億ドル）。仮にこの評価益がなければシティは十一億ドル

の最終赤字に、バンカメも利益が半減していた計算であった。」１２）

　このように負債の公正価値測定には一般的な感覚とはズレが生じていることが

わかる。実際に、シティ・グループは、業績が向上したわけではなく、むしろ業

績が悪化していた。そのため、信用格付けが大幅に低下し、金融負債の時価価値

が二十七億ドルも暴落した結果、不可解な利益が計上されたのである１３）。次に、

上記のようなパラドックスに対する肯定的・否定的、両者の主張を整理する。

　負債の公正価値測定において特に反対派の主張の一つとしてパラドックスが一

般的な感覚になじまないという点がある。しかし、①そもそもこれはパラドック

スなのか、②パラドックスがあるとしてもその原因は負債の公正価値が原因なの

か、といった賛成派の主張がある。ここではそれらの意見を挙げていく。①につ

いて、負債を公正価値測定すると、負債の発行企業の格下げに伴い利益が発生し

てしまうという「負債のパラドックス」の問題について、池尾は、「金融負債をリ

スク・フリーの負債と倒産に関するプット・オプションのバスケットとして捉え、

リスク・フリーの負債が市場金利の変化により受ける影響と、倒産に関するプッ

ト・オプションが発行体の信用リスクの変化により受ける影響に分離して考えた

場合、発行体の倒産リスクの高まりにより、倒産に関するプット・オプションの

価値が上がるのは当然のことである」１４）と指摘した。これを表にすると以下のよ

うになる。

 １２） 日本経済新聞朝刊、２００９年、４ 月２３日。
 １３） 岩井克人『 IFRSに異議あり』日本経済新聞出版社、２０１１年、p.９３～９４。
 １４） 日本銀行金融研究所、前掲稿、２００２年、p.１５６。
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　このように、金融負債は、リスク・フリーの金融負債とデフォルト・プット・

オプション１５）に分解することができ、したがって金利変動リスクにより受ける影

響と企業自身の信用リスクにより受ける影響に分解することができるということ

である１６）。そして、池尾は、「もし、早期是正措置における自己資本比率の計算

などにおいて問題が生じるのであれば、そうした計算においては、信用リスクの

上昇に伴うプット・オプションの価値の増分を除けばよいだけの話である」１７）と

主張した。また、岩村は「社債のディフォルトとは株式会社の有限責任性を利用

した債務の『踏み倒し』に他ならないのだから、そうした『踏み倒し』によって株

主が社債権者に転嫁したリスク分だけ負債の評価益が発生するのは当然で、パラ

ドックスでも何でもないわけである」１８）と述べている。これらの意見はパラドッ

クスそのものを否定している。

　また、②について、山本は、「ファイナンス理論からすれば、負債の価値が下

落すると、当然それに対する資産価値が損傷しているはずである」として、「負債

下落による会計上の評価益は、遅かれ早かれ資産下落による評価損によって相殺

される」と説明する一方、会計学では、「時価による再評価を項目ごとに実施する

ため、借方と貸方の間で時間的ズレが生じてしまうだけ」とし、「資産の側だけを

時価評価するという会計基準の方が、むしろ論理的整合性を欠いている」と現行

の会計基準を批判する１９）。これは、会計上のパラドックスは認識の時差によって

発生するものであるとし、全面公正価値測定を支持する観点から間接的に金融負

債の公正価値測定を肯定的に捉えていることがわかる。これらの意見のようにパ

ラドックス自体を否定、もしくは認めつつも現行の会計基準の矛盾から負債の公

正価値測定を肯定的に捉える立場が存在する。

　次に金融負債の公正価値測定を③懐疑的、④否定的に捉える立場をみていく。

 １５） 吉田（康）、前掲稿、p.５９。
 １６） 企業が債務不履行を起こすとき、すなわち企業価値が負債の償還義務を下回ったときに、株主が

権利行使価格で企業の資産を債権者に引き渡すことと交換に会社の負債から逃れることができ

るというオプションである。

 １７） 日本銀行金融研究所、前掲稿、２００２年、p.１５６。
 １８） 岩村充『金融負債の時価評価を巡って－理論的整理－』COFRIジャーナル、１９９７年（星野一郎「金

融危機の会計的研究－米国 S＆ L危機と時価評価」同文館、１９９８年、８ 章）。
 １９） 山本昌弘『多元的評価と国際会計の理論』文眞堂、２００２年、p.１３８。

（図表 ２ ）金融負債の価値を分解したもの

金融負債の価値＝リスクフリーの金融負債の価値＋デフォルト・プット・オプション
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③では柴は、マイナス資産とみなすのがふさわしいような「負債は資産評価との

間で論理整合性を求めることが当然であることを認めたとしても、なお債務額が

公正価値となるような負債があればそれは割り引いてはならないのではないか」

とし、「いかなる場合においても経済的に計算された現在価値が法律上の債権者 

持分と一致するなら現在価値測定こそが債権者持分の評価額として採用されるべ

きであるが、そうでないなら割り引かない支払義務によって評価する必要があ

る」２０）と論じている。また、長野は、「現行会計基準で提供される貸借対照表情報

は、企業の実体から離れている面もあると思われるため、金融負債や非金融商品

も含め、すべて公正価値評価する方向で会計基準を見直していくのがよいのでは

ないか」としているが、他方、「金融負債を公正価値評価し、さらには、非金融商

品を含めた全体を公正価値評価した場合、理論的には株価と同じ情報しか提供さ

れないことになり、そうした情報を誰が使うのかがよくわからなくなる」２１）とし

た。

　④において、斉藤は貸倒リスクの問題として「経営の状態が悪くなればデフォ

ルト・リスクが上がるので、発行している社債の時価は下がり、それを時価評価

すれば利益がでる計算になる。このため、経営が厳しくなるほど利益が出るとい

うおかしな結果になる。そうした IASBの主張には、どうみても無理があるが、

それでよいといわれれば水掛け論になってしまうのが現状だ」２２）とコメントして

いる。また、田中は「格付けが下がれば下がるほど、信用を失えば失うほど、負

債の評価差益が大きくなり、破綻寸前には、負債がほとんど利益になるのであ

る」２３）と批判し、金融負債の公正価値測定に反対する。

第２節　IASBにおけるアウトリーチ・プログラム

　IASBは、２００９年１１月に、IFRS第 ９ 号を公表したが、その直後に IASB は信

用リスクの変動の影響をどのように扱うかに関するフィードバックを収集するた

め広範囲のアウトリーチ・プログラムを開始した２４）。また IASBは、財務諸表 

の利用者に対する質問書を作成し負債の信用リスクの変動の影響に関する情報を

現在どのように利用しているか、また、選択された金融負債についてどのような

 ２０） 柴健次『市場化の会計学－市場経済における制度設計の諸相－』中央経済社、２００２年、p.１２３。
 ２１） 日本銀行金融研究所、前掲稿、２００２年、p.１５６。
 ２２） 齋藤静樹「企業会計を巡る最近の話題と争点」『金融財政事情』第２３号、２００３年、p.１８。
 ２３） 田中弘『原点復帰の会計学－通説を読み直す』税務経理協会、２００２年、p.２５２。
 ２４） IASB,“Fair Value Option for Financial Liabilities”，Exposure Draft, ２０１０, para.BC５.（公開草

案『金融負債に関する公正価値オプション』企業会計委員会、２０１０年。）
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会計処理方法が望ましいと考えているかを尋ねた。IASBがアウトリーチ・プロ

グラムから受け取った主なメッセージは、負債の信用リスクの変動の影響は、当

該負債が売買目的保有である場合を除いて、純損益に影響させるべきではないと

いうことであった。これは、企業は一般的に、負債が売買目的保有でない限り 

は、負債の信用リスクの変動の影響を実現させることはないからである。その見

解に加えて、IASBが受け取ったフィードバックにはいくつか他のテーマがあっ

た２５）。

 （a） 企業が資産を分類及び測定する方法と負債を分類及び測定する方法との間

の対称性は、必要ではなく、有用な情報をもたらさないことが多い。大部

分の関係者は、金融負債に関する再審議において当審議会は金融資産につ

いての IFRS第 ９ 号の定めに制約されたり影響されたりすべきではないと

述べた。

 （b） 償却原価は多くの金融負債について最も適切な測定属性である。発行者が

通常の事業の過程（すなわち、継続企業ベース）で契約上の金額を支払う法

的義務を反映しており、多くの場合、発行者は負債を満期まで保有し契約

上の金額を支払う予定だからである。しかし、負債に仕組み要素（例えば、

組込デリバティブ）がある場合には、キャッシュ・フローの変動性が非常

に高くなる可能性があるため、償却原価は適用と理解が困難である。

 （c） IAS 第３９号の分解の方法論は概してうまく機能しており、当該基準の公

表後に実務が発展してきている。多くの企業にとっては、分解により自己

の信用リスクの論点を回避できている。主契約が償却原価で測定され、デ

リバティブだけが純損益を通じて公正価値で測定されるからである。多く

の関係者は、現行よりも複雑性が低く有用な情報を提供するような新たな

分解の方法論が開発できるかどうかについて懐疑的であった。さらに、新

たな分解の方法論は大半のケースで IAS第３９号の方法論と同じ分類及び

測定の結果となる可能性が高い。

 （d） 当審議会は新たな測定を開発すべきではない。ほとんど全員一致の見解は、

「完全な」公正価値の金額の方が、負債の信用リスクの変動の影響を無視 

した「調整後の」公正価値の金額よりも理解可能性と有用性が高いという

ものであった。

 ２５） IASB（２０１０），Ibid., para.BC７.
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 （e） 信用リスクの変動に起因する負債の公正価値の変動の金額を算定すること

は難しい。IAS第３９号及び IFRS第 ７ 号「金融商品：開示」においては、

公正価値オプションにより負債を指定することを選択した企業のみが、そ

の金額の算定を求められている。当審議会がその定めをより多くの企業、

及びより多くの金融負債に拡大するとした場合、多くの企業がその金額の

算定に苦労し、そのために多大なコストを生じることとなる。

　受け取ったフィードバックには IASBが期待した負債の公正価値に対するアプ

ローチのうちどれが負債の信用リスクの変動の影響の問題に対処する最善の方法

なのかについて一致した意見はなかった。多くの関係者は、議論されている代替

案はどれも IAS第３９号の分解の定めに比べて、複雑性を少なくするものでも有用

な情報をもたらすものでもない２６）と考えていたためである。そのため、IASBは、

金融負債の分類及び測定について IAS第３９号の定めのほとんどすべてを維持す

ることを決定した。

　IASBは、この時点で実務を変更することによるベネフィットは、このような

変動により生じる混乱のコストを上回るものではない２７）と判断したためである。

このような経過を経ることにより、信用リスクの論点は大部分の負債については

解決されている。すなわち、引き続き償却原価で測定されるか、または主契約（償

却原価で測定される）と組込デリバティブ（公正価値で測定される）とに分解され

ることになる２８）からである。

　売買目的保有の負債は、引き続き純損益を通じて公正価値で測定されるが、こ

れはそれらの負債のすべての公正価値変動は純損益に影響させるべきであるとい

う一般的な見解と整合したものである。以上により、金融負債の公正価値測定の

問題については、公正価値オプションにより指定された金融負債に関してのみ残

ることになる。

第３節　我が国における金融負債の測定

　我が国の企業の多くが採用している日本基準においては、金融負債は原則、償

却原価で測定されている。したがって、金融負債を公正価値で測定されることは

なく、負債のパラドックスといったような問題は生じないこととなる。しかし、

 ２６） Ibid., para.BC９.
 ２７） Ibid., para.BC１０.
 ２８） Ibid., para.BC１１.
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我が国の企業においては、公正価値オプションが認められている IFRS及び SEC

基準２９）３０）を採用している会社がある。それを一覧にしたのが以下の表である。

（図表 ３ ）IFRS適用会社一覧３１）

初年度適用時業種分類コード会社名

2010 年３月期 決算短信電気機器6779日本電波工業

2011 年３月期 決算短信精密機器7741HOYA

2011 年３月期 決算短信卸売業8053住友商事

2012 年３月期 決算短信食料品2914日本タバコ産業

2012 年３月期 第１四半期決算短信ガラス・土石製品5202日本板硝子

2013 年11月期 第１四半期決算短信不動産業8923トーセイ

2013 年12月期 決算短信ガラス・土石製品5201旭硝子

2013 年12月期 第１四半期決算短信医薬品4519中外製薬

2013 年12月期 第１四半期決算短信サービス業4755楽天

2013 年12月期 第１四半期決算短信情報・通信業3659ネクソン

2013 年３月期 決算短信卸売業8002丸紅

2013 年３月期 決算短信証券、商品先物取引業8698マネックスグループ

2013 年３月期 決算短信卸売業2768双日

2013 年３月期 第１四半期決算短信サービス産業2432ディー・エヌ・エー

2013 年３月期 第１四半期決算短信電気機器6754アンリツ

2013 年３月期 第１四半期決算短信証券、商品先物取引業8473ＳＢＩホールディングス

2014 年３月期 決算短信医薬品4502武田薬品工業

2014 年３月期 決算短信医薬品4503アステラス製薬

2014 年３月期 決算短信医薬品4528小野薬品工業

2014 年３月期 決算短信医薬品4565そーせいグループ

2014 年３月期 決算短信医薬品4568第一三共

2014 年３月期 決算短信電気機器7752リコー

2014 年３月期 決算短信卸売業8001伊藤忠商事

2014 年３月期 決算短信卸売業8031三井物産

2014 年３月期 決算短信卸売業8058三菱商事

2014 年３月期 決算短信卸売業8133伊藤忠エネクス

2014 年３月期 第１四半期決算短信情報・通信業9984ソフトバンク

2014 年８月期 決算短信小売業9983ファーストリテイリング

2015 年３月期 第１四半期決算短信サービス業2413エムスリー

2015 年３月期 第１四半期決算短信医薬品4523エーザイ

2015 年３月期 第１四半期決算短信情報・通信業4689ヤフー

2015 年３月期 第１四半期決算短信情報・通信業4739伊藤忠テクノソリューションズ

2015 年３月期 第１四半期決算短信電気機器6702富士通

2015 年３月期 第１四半期決算短信電気機器6724セイコーエプソン

2015 年３月期 第１四半期決算短信化学6988日東電工

2015 年３月期 第１四半期決算短信輸送用機器7251ケーヒン

 ２９） 我が国の企業においては、海外の市場に上場していなくとも SEC基準によって財務諸表を作成し
ている企業もある。

 ３０） みずほフィナンシャルグループや三菱 UFJフィナンシャルグループなどのように日本基準と
SEC基準で作成された財務情報の両方を開示している企業もある。

 ３１） 東京証券取引所、http://www.tse.or.jp/rules/ifrs/info.htmlを参考に筆者が作成。（２０１３年１１月１２
日参照）
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　また、今後、IFRSを適用しようとしている会社は以下のとおりである。

（図表 ４ ）IFRS適用予定会社一覧３２）

初年度適用時業種分類コード会社名

2015 年３月期サービス業4324電通

2015 年３月期医薬品4536参天製薬

2015 年３月期電気機器4902コニカミノルタ（※１）

2015 年３月期その他金融業8697日本取引所グループ

2015 年３月期情報・通信業9766コナミ（※２）

2015 年12月期 第１四半期サービス業2193クックパッド

2015 年12月期医薬品2160ジーエヌアイグループ

2015 年12月期情報・通信業3680ホットリンク

2016 年３月期サービス業2120ネクスト

2016 年３月期金属製品5938LIXIL グループ

2016 年12月期 第１四半期化学4452花王

2017 年３月期 第１四半期化学4188三菱ケミカルホールディングス

2017 年３月期 第１四半期化学4201日本合成化学工業

2017 年３月期 第１四半期医薬品4508田辺三菱製薬

（図表 ５ ）SEC適用会社一覧３３）

初年度適用時業種分類コード会社名

1994 年12月期食料品2282日本ハム

1994 年12月期機械6301小松製作所

1994 年12月期機械6586マキタ

1994 年12月期電気機器6758ソニー

1994 年12月期電気機器6971京セラ

1994 年12月期電気機器7752リコー

1994 年12月期輸送用機器7267本田技研工業

1998 年３月期繊維製品3591ワコールホールディングス

1998 年３月期機械6326クボタ

1998 年３月期電気機器6645オムロン

1998 年３月期電気機器6981村田製作所

1998 年３月期電気機器7751キャノン

1998 年８月以降情報・通信業3774インターネットイニシアティブ

1998 年９月以降その他金融業8591オリックス

1999 年12月期電気機器6503三菱電機

1999 年９月以降輸送用機器7203トヨタ自動車

2000 年３月期電気機器6594日本電産

2000 年３月期情報・通信業9432日本電信電話

2001 年12月期証券・商品・先物取引業8604野村ホールディングス

2001 年３月期化学4901富士フィルムホールディングス

2001 年３月期電気機器6501日立製作所

2001 年３月期電気機器6502東芝

2001 年３月期電気機器6752パナソニック

2001 年３月期電気機器6762ＴＤＫ

2002 年３月以降情報・通信業9437エヌ・ティ・ティ・ドコモ

2002 年９月以降情報・通信業9766コナミ

2003 年３月電気機器6857アドバンテスト

2013 年７月30日上場廃止情報・通信業4817ジュピターテレコム

 ３２） 東京証券取引所、http://www.tse.or.jp/listing/ifrs/list.htmlを参考に筆者が作成。（２０１５年 １ 月１１
日参照）

 ３３） ２０１５年 ３ 月期予定のものを筆者が作成。
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　前述しているように、IFRSでは IFRS第 ９ 号において公正価値オプションの選

択が認められているため、我が国において IFRSを適用している企業では、公正

価値オプションを使用することが認められることとなる。また、SEC基準におい

ても SFAS第１５９号において公正価値オプションの選択が認められている。つま

り、上記に挙げた企業群では理論上、公正価値オプションを使用することにより、

金融負債の公正価値測定が行われ、負債のパラドックスが起こる可能性があると

いうことである。しかし、我が国において開示されている有価証券報告書上にお

いて、現時点で公正価値オプションを選択することは認められていないため、実

際に公正価値オプションを選択適用することができる会社は上記の表に示したも

のに限られる。また、我が国の企業において公正価値オプションを選択適用して

いる会社はとても少ない。これは、未だ我が国において負債のパラドックスのよ

うな問題が一般的な感覚になじまないという点が解決できておらず、公正価値オ

プションの選択について企業が躊躇しているのではないかと推測される。

第４節　金融負債を公正価値測定している会社

　上述したように、社債などの金融負債を公正価値測定することにより、負債の

評価損益を計上することで特に問題となるのは、契約期間の途中に償還もしくは

買い戻す場合である。満期まで保有すると、金融負債の所有期間における損益に

与える影響は同じだからである。したがって、公正価値オプションを適用し、金

融負債を公正価値測定する業種は、多くは金融機関であるといえる。金融負債を

契約の途中期間に償還もしくは買い戻すためには、それだけの資金が必要である

が、金融負債を公正価値評価することによって評価益が生じる状況とは、当該会

社の信用状況が悪化している場合である。信用状況が悪化している状況におい 

て、金融負債を償還もしくは買い戻すだけの資金を有する業種は、主として金融

機関であり、それ以外の業種には一般的には困難であるといえる。

　我が国においては、野村ホールディングスが公正価値オプションを適用し、負

債評価損益を毎期計上している。野村ホールディングスにおける負債評価損益の

計上理由は、野村ホールディングス及びカウンター・パーティーのクレジッド・

スプレッドの変化に起因するものである。そして、近年における負債評価損益及

びその影響を考慮した場合の関係を示した図が以下のとおりである。
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　この図で特に注目すべき点は、２０１１年 １Q（４－６月期）である。この期におけ

る当期純利益は約３０億円であり、一見業績は良好と見ることができるかもしれ 

ない。しかし、この期においては金融負債の公正価値評価益が約１３９億円も計上

されている。これは、野村ホールディングスにおけるカウンター・パーティーの

クレジッド・スプレッドの信用状況の悪化によって生じたものである。つまり、

信用状況の悪化による金融負債の公正価値評価益による影響を除外すると、当期

純利益はマイナスとなることから、実際には２０１１年 １Q（４－６月期）は決して業

績が良好であったとはいえないのである。まさに、実社会においても「負債のパ

ラドックス」が生じていることを表す事例である。

　我が国において、「負債のパラドックス」が生じている例としては、非常に希で

あるが、海外においてはごくごく普通に「負債のパラドックス」が生じている。 

「負債のパラドックス」における問題が特に表面化したのは、２００９年 １－３ 月期に

おける米国の大手金融機関における決算であろう。世界的に有名な事件である

２００８年 ９ 月１５日に起きたリーマン・ショック３５）により、米国大手金融機関は

大きなダメージを受け、米国大手金融機関 ６ 社３６）における２００８年１０－１２月期 

の最終損益の合計は約２２５億＄の赤字であった。しかし、米国大手金融機関 ６ 社

（図表 ６ ）野村ホールディングスの事例３４）

 ３４） 野村ホールディングスの開示書類を参考に筆者が作成。
 ３５） 米国の大手証券会社・投資銀行であるリーマン・ブラザーズが破綻したことを引き金とした世界

的な金融危機及び世界同時不況のことをいう。

 ３６） ここでいう、６ 社とは、シティ・グループ、JPモルガン・チェース、バンク・ブ・アメリカ、
ウェールズ・ファーゴ、ゴールドマン・サックス、モルガン・スタンレーを指す。
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における２００９年 １－３ 月期の最終損益の合計は約１２６億＄の黒字であった。１２６

億＄における損益の内訳が（図表 ７ ）である。

　これだけみれば、米国の金融機関はリーマン・ショックによる不況から脱却し

たのではないかと考えられるかもしれない。しかし、米国においては SFAS第 

１５９号により、公正価値オプションの選択適用が容認されていることから、特に

シティ・グループ及びバンク・オブ・アメリカでは多額の負債評価損益が計上さ

れている。特に、この期において、負債評価損益に大きな恩恵を受けているのが

シティ・グループである。

　シティ・グループは、各々の負債を評価するのに使われる評価テクニックに 

よって観察可能な債券市場現在の信用スプレッドを取り入れることによってシ

ティ・グループ特有の信用リスクの変化から生じている公正価値の変化が推定さ

れている３８）。したがって、負債の評価損益は、公正価値オプションを選択適用す

ることにより債券市場で観察されるクレジット・スプレッドの変化によって生じ

ることとなる３９）。そして、近年のシティ・グループにおける当期純利益と負債評

価損益の関係を示したものが（図表 ８ ）である。

（図表 ７ ）２００８年１０－１２月期における米国大手金融機関 ６ 社の負債評価損益３７）

最終損益米国主要大手金融機関 6社

15 億 93 百万＄シティ・グループ

21 億 43 百万＄ＪＰモルガン・チェース

42 億 47 百万＄バンク・オブ・アメリカ

30 億 45 百万＄ウェールズ・ファーゴ

18 億 14 百万＄ゴールドマン・サックス

△ 1億 77 百万＄モルガン・スタンレー

 ３７） 日本経済新聞朝刊、２００９年、４ 月２３日。
 ３８） Citigroup, FORM １０-K, ２０１２, p.１２３.
 ３９） シティ・グループでは、無償還もしくはそれに類似した負債以外の負債から公正価値による変化

が生じている。



金融負債の公正価値測定

７２

　２００９年 １Q（１－３月期）においては、シティ・グループの税引前利益は約２５億

＄である。それに対して、シティ・グループが計上した負債の評価益は大手金融

機関 ６ 社のなかで一番大きい約２７億 $である４１）。したがって、シティ・グルー

プは、もし信用状況の悪化により生じた信用スプレッドの変化による負債の評価

益がなかったとすれば、約 １ 億 $の赤字決算となっていたのである。また、２００９

年 ３Q（９－１２月期）においては、信用状況の改善により生じた信用スプレッドの

変化による負債の評価損が多額計上されており、これがなかったとすれば、本来

は黒字決算であった。このように、負債の評価損益を計上することが、その企業

の実際の経営状況を不透明にしていることがわかる。

第５節　金融機関以外の事例

　ここまで野村ホールディングス及びシティ・グループなどの主に金融機関にお

ける事例を見てきた。前述したように、実際に金融負債を公正価値測定する事例

として多いのは、それを途中償還もしくは買い戻すだけの資金力を有する金融機

関である。しかし、金融機関以外に金融負債を公正価値測定している企業がない

というわけではない。例えば、我が国においては、小松製作所がその例として挙

げられる。小松製作所は（図表 ５ ）にあるように、SEC基準で有価証券報告書を

作成している。そして、借入金等の金融負債に公正価値オプションを採用４２）して

（図表 ８ ）Citigroupの事例４０）

 ４０） シティ・グループの開示書類を参考に筆者が作成。
 ４１） 二番目に多いのは、バンク・オブ・アメリカの約２２億 $である。
 ４２） 実際に公正価値オプションの文言が報告書類に記載されたのは、２０１２年 ３ 月期からである。
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いるため、借入金等が公正価値によって測定されている。借入金の公正価値は、

公正価値オプションにより、市場のイールドカーブとクレジット・スプレッドを

使用した価格モデルに基づき算定し、公正価値レベル ２ に分類している。小松製

作所の純利益と比べると、金融負債の公正価値測定による評価損益は小さいた 

め、赤字と黒字の逆転現象のようなものは起きていないものの、我が国において

金融機関以外に金融負債を公正価値測定している希な例である。このことは、将

来、我が国における金融機関以外の業種においても公正価値オプションの採用に

より、「負債のパラドックス」が生じる可能性があることを示唆しているといえ

る。

　次に、海外において金融機関以外の業種において金融負債を公正価値測定して

いる事例として、製薬会社である Advaxis社を挙げる。それを示したものが（図

表 ９ ）である。

　製薬会社である Advaxis社においては、負債と純資産に分類される新株予約権

を持っている。発行の際、負債に分類される新株予約権はブラック・ショールズ

評価モデルを使って公正価値で記録され、それ以降も各々貸借対照表に公正価値

で記録され続ける。また、その変化は損益計算書上に記録される。負債に分類さ

れる新株予約権は、それらが行使されるか期限切れになるか、分類を負債から純

資産に変更するまで残る４４）。

（図表 ９ ）Advaxis社の事例４３）

 ４３） Advaxis社の開示書類を参考に筆者が作成。
 ４４） Advaxis, FORM １０-Q, ２０１３, p.１３.
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　この会社においては、２０１１年 １Q（ １－３ 月期）及び ３Q（ ６－９ 月期）において、

「負債のパラドックス」が生じている。また、なによりも注目すべきことは、ほ

とんどの期が赤字であることと、それに対応するようにほとんどの期で負債評価

益が計上されていることである。このように、信用状況の悪化している企業にお

いては、負債の評価益がほとんどの期で計上されることとなる。このような企業

が、途中償還もしくは買い戻しを実行するとは考えにくい。したがって、この企

業が金融負債を公正価値測定する理由としては、経営状況の悪化を少しでもよく

みせるために、負債の評価益を計上するためであると考えられる。金融機関以外

に金融負債を公正価値測定する典型的なものであるといえる。

第Ⅳ章　今後の金融負債の測定

第１節　IASB及び FASBにおける負債の公正価値測定における動向

　このように、金融負債の公正価値測定における問題において、より解決すべき

問題としてはもっぱら「負債のパラドックス」であることがわかる。ここでは、 

「負債のパラドックス」における問題を回避する方法として、草野の論文を参考に

以下の ３ つの方法を挙げる４５）。

① 金融負債を償却原価で測定する方法。

　現在、我が国で用いられている方法である４６）。これは、金融負債は借入金のよ

うに一般的には市場がないか、社債のように市場があっても自己の発行した社債

を公正価値により自由に清算するには事業遂行上等の制約があると考えられるこ

とから、デリバティブ取引により生じる正味の債務を除き、原則、債務額をもっ

て貸借対照表価額とし、公正価値測定の対象としないことが適当であると考えら

れたためである。金融負債の測定において、信用リスクによる変動のみならず一

切の変動を無視し、金融負債を償却原価で測定すれば、その償却期間中に企業の

信用状況が変化しても、当該影響を測定に反映させる必要がない。

 ４５） 草野真樹「企業負債の公正価値測定の動向と報告企業の信用状態の変化」『會計』第１７８巻、第 ４ 
号、２０１０年、pp.５０１～５０４。

 ４６） 金融商品は一方の企業に金融資産を生じ、もう一方には金融負債を生じさせるものである。つま
り本来、同時に発生を認識される金融資産と金融負債は同様の認識がなされるべきであり、金融

資産と金融負債の整合性が取れないという問題がある。
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② 当初認識時より報告企業の信用リスクの影響を控除して金融負債を測定する

方法。

　当初認識時より報告企業の信用リスクの影響を控除して、金融負債を測定する

方法である。契約上のキャッシュ・フローを無リスク利子率で割り引いて金融負

債を測定するために、期間中に当該影響は測定額に反映されない。負債の公正価

値測定は、契約上のキャッシュ・フローを無リスク利子率で割り引いた部分と 

プット・オプションに区別できるが、当初認識時に契約上のキャッシュ・フロー

を無リスク利子率で割り引いて金融負債を測定すれば、当該測定額と現金受領額

との間に差額が生じる。このプット・オプションを資産（または負債の評価勘定）

として計上する考え方は、以前より言及されてきた。先行研究では、このプッ

ト・オプションの性質を考慮して、当初認識時に費用処理する会計処理、あるい

は株主持分の減少と捉える会計処理が提案されている。

③ 金融負債を公正価値で測定した際の、報告主体の信用状況の変化から生じる 

公正価値の変動額をその他包括利益（以下、OCIとする）として計上する方法。

　金融負債を公正価値で測定するが、報告企業の信用状態の変化から生じる公正

価値の変動を純損益に計上しない方法である。報告企業の信用状態の変化から生

じる公正価値の変動を OCIとして計上すれば、期間の途中で信用状況に変化が 

生じたとしても、当該影響は純損益に反映されない。当該方法は、OCIから純損

益にリサイクルを容認しない方法と OCIから純利益にリサイクルを行う方法に

分類される。

　このように、金融負債の測定方法として、大きく ３ つの方法が考えられる。そ

して、FASBは２０１０年 ５ 月に公開草案「金融商品会計とデリバティブ及びヘッ 

ジ会計に関する改訂」を公表し、そのなかで金融商品に対して公正価値を標準的

な測定属性４７）と定め、一定の要件を満たすものを除き、金融負債を公正価値で測

定することを提案した。その際に、金融負債の公正価値の変動は、原則として、

当該期間の純利益として認識する会計処理が提案される４８）。ところが、公開草案

 ４７） FASB,“Accounting for Financial Instruments and Revisions to the Accounting for Derivative In-
struments and Hedging Activities”Exposure Draft, ２０１０, para.１９.

 ４８） Ibid., para.２０.
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は、一定の要件を満たす金融負債について、その公正価値の変動を OCIとして認

識することを容認する４９）。

　さらに、当該草案は、金融負債の公正価値の変動を OCIとして認識するための

要件に加えて、金融負債の公正価値の測定によって、確認済みの資産と負債の測

定属性のミスマッチを創出または増幅するという要件を満たす場合、金融負債を

償却原価で測定することを容認する５０）。

　以上のように、FASB は、金融商品の公正価値測定によって生ずるあらゆる変

動を純利益として認識する考え方は、金融商品における標準的な測定基準と提案

する５１）。ただし、公開草案は、報告実体のビジネス戦略として契約上のキャッ

シュ・フローを支払うために保有する金融負債について、その公正価値の変動を

OCIとして認識することを容認する。それに加えて、公開草案は金融負債を公正

価値で測定したときに資産と負債のミスマッチによって利益のボラティリティが

大きくなる場合、金融負債を償却原価で測定することも容認する。

　IASB は金融負債の公正価値測定にかかる懸念を考慮して、前述したように金

融負債の分類と測定に関して、IAS 第３９号のほぼすべての規定を維持すること

を決定した。これに関連して、IASB は２０１０年 ５ 月、公開草案「金融負債に関す

る公正価値オプション」を公表し、金融負債に公正価値オプションを適用した場

合、信用リスクの変動に起因する公正価値の変動を OCIとして認識することを前

提として、さらに一歩踏み込み、その後の処理について以下の ２ つを提案してい

る５２）。

 （A） 金融負債の公正価値の変動額のすべてを純損益に一旦表示した上で、当該

負債の信用リスクの変動に起因する金額を純損益から OCIに組み替えて

表示する。

 （B） 公正価値オプションが適用された金融負債について、当該負債の満期前に

負債の消滅が認識される場合、OCI累計額を純損益に組替調整（以下、リ

サイクリングとする）することは認めない。

 ４９） Ibid., para.２４.
 ５０） Ibid., para.２８.
 ５１） Ibid., para.２８.
 ５２） 企業会計基準委員会「金融商品会計基準（金融負債の分類及び測定）の見直しに関する検討状況の

整理」２０１１年、p.２１。
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　IASBは、当該公開草案に対して示されたコメントを踏まえ、検討を行った結

果、IFRS第 ９ 号において、上記に記載される提案を一部修正の上、金融負債の信

用リスクについて、次の取扱いを設けている５３）。

 （a） 純損益における会計上のミスマッチが発生または拡大する場合を除き、金

融負債の公正価値の変動額のうち、当該負債の信用リスクの変動に起因す

る金額を OCIに表示する。

 （b） 純損益における会計上のミスマッチが発生または拡大する場合、負債の信

用リスクの変動に起因する金額を含め、金融負債の公正価値の変動額のす

べてを純損益に表示する。

 （c） 公正価値で測定し、評価差額を純損益に認識するものとして指定された金

融負債（ただし、本項（b）に該当するものを除く。）について、当該負債の

満期前に負債の消滅が認識される場合、OCI累計額を純損益にリサイクリ

ングすることは認めない５４）。

　より理解が進むように、第Ⅳ章の「負債のパラドックス」の節で示した例を 

使って説明すると以下のとおりである。

 ５３） 前掲稿、p.２１。
 ５４） 我が国では、純損益による企業の業績評価が一般的に用いられているため、原則として、株主と

の直接の取引を除けば純損益の累計額と利益剰余金が一致するというクリーン・サープラス関係

が成立することを重視するという考え方が基本軸にあり、リサイクリングが採用されている。し

かし、IFRSでは「OCIオプション」等との整合性を重視し、リサイクリングが禁止されているこ
とから、我が国においてもリサイクリングの禁止について議論がされている。

 ５５） 筆者が作成。

（図表 ９ ）負債評価損益を OCIに計上した場合の事例 ５５）

社債を公正価値測定＋途中償還 (c法）社債を公正価値測定＋満期保有 (ｂ法）従来の考え方 (a 法）

（貸方）（借方）（貸方）（借方）（貸方）（借方）

10,000社債10,000現金10,000社債10,000現金10,000社債10,000現金期首X
１
年
度

300
372

現金
ＯＣＩ

300
372

支払利息
社債

300
372

現金
ＯＣＩ

300
372

支払利息
社債

300現金300支払利息期末

仕訳なし仕訳なし仕訳なし期首X
２
年
度

300
182

現金
社債

300
182

支払利息
社債利息

300
182

現金
社債

300
182

支払利息
ＯＣＩ

300現金300支払利息期末

9,810現金9,810社債仕訳なし仕訳なし期首X
３
年
度

10,300現金
300
190
9,810

支払利息
ＯＣＩ
社債

10,300現金
300
10,000

支払利息
社債

期末

※計算式は（図表 １ ）と同様なので省略する。
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　IFRS第 ９ 号では、上述のように、公正価値オプションにおける金融負債の自 

己の信用リスクの変動を OCIとする場合、その後においては、当期純利益に反映

させない、すなわちリサイクリングをしないとしている。（b法）のように、契約

満期日まで保有する場合、金融負債の公正価値が最後は契約金額と等しくなるた

め、自己の信用リスクの変動の累積的影響額は純額でゼロとなる。このような場

合を、最近の IASBでは「ナチュラル・リバース」と呼び、厳密にはリサイクリ

ングとは区別されている。これは、金融商品の公正価値測定による増減額を OCI

に計上し、黙示的に当期純利益に反映されていても、明示的に当期純利益へ組み

替えていない場合、IASBにおけるリサイクリングには該当しないということで

ある。つまり、「評価差額を OCIとして純利益から区分し，評価の対象となった

ポジション（ここでは債券）が消滅するときには評価差額も消えるという仕組み

になっていれば，リサイクリングは特別なことをしなくても自動的に行われ

る」５６）ということである。

　このように、FASBにおいても IASBにおいても金融負債の信用リスクにおけ

る公正価値測定の変動額をその他包括利益に計上することにより負債の公正価値

測定の問題について一定の対応を図ろうとしていることがわかる。

第２節　IFRS第９号における自己の信用リスクを巡る現在の動向

　IASBは、金融資産及び金融負債の分類及び測定に関する規定を含む IFRS 

第 ９ 号「金融商品」を２００９年及び２０１０年に公表しており、これらの基準書の 

強制適用日は、当初は２０１５年 １ 月 １ 日であった５７）。さらに、２０１２年１１月に、 

IASBは IFRS第 ９ 号の分類及び測定に関する規定の限定的な改訂に関する公開

草案を公表した（以下、本節では分類及び測定に関する公開草案とする）。このよ

うな状況のなかで、２０１３年 ５ 月における IASBの会議及び ６ 月の IASB・FASB

による合同会議において、分類及び測定に関する公開草案並びに FASBの会計基

準更新書案「金融商品－全般（Subtopic ８２５－１０）：金融資産及び金融負債の認識

及び測定」（FASBの認識及び測定に関する提案）についてコメント提出者から受

け取ったフィードバックの概要について討議したが、暫定的な意思決定は行われ

なかった。２０１３年 ７ 月に会議においては、IFRS第 ９ 号の自己の信用に関する 

規定を、IFRS第 ９ 号の完成版の公表前に早期適用可能とするべきか否かという 

 ５６） 秋葉賢一「包括利益と当期純利益の調整－ IFRSにおけるリサイクリングの意味と意義－」『早稲田
商学』第４３４号、２０１３年、p.４０６。

 ５７） あずさ監査法人「 financial instruments newsletter 金融商品プロジェクトの動向」２０１３年、p.１。
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論点を分類及び測定に関する公開草案に寄せられたフィードバックを検討すると

いう形で提起された。主な検討内容は、①自己の信用に関する規定の単独適用に

ついて、②自己の信用に関する利得及び損失の振替について、である５８）。

（１）自己の信用リスクに関する規定の単独適用

　自己の信用に関する規定の単独適用について、寄せられたフィードバックのほ

ぼすべては、IFRS第 ９ 号の自己の信用リスクに関する規定の単独での早期適用 

を容認する提案を支持するものであった５９）。それらのフィードバックのほとんど

は、IFRS第 ９ 号の強制適用日が延期される可能性が高いことを考慮し、これら 

の規定を IAS第３９号に盛り込むことを提案していた。IASBスタッフはまた、

寄せられたフィードバックにかかわらず、以下の理由から IAS第３９号を改訂す 

ることは適切ではないと考えていた。

 （a） IAS第３９号は IFRS第 ９ 号により差し替えられること。

 （b） 新たな自己の信用リスクに関する規定は、IAS第３９号ではなく IFRS第 

 ９ 号の検討を通じて策定されたものであるため、このような改訂により意

図しない結果がもたらされないように配慮しなければならなくなること。

 （c） デュー・プロセスの手続きにより、さらなる遅延がもたらされること。

 （d） IAS第３９号の新たな版を作成することにより、複雑さや混乱が生じる可 

能性があること。

　IASBスタッフは、上記の理由及び自己の信用リスクに関する規定を可能な限

り早期に適用可能とすることを求めるフィードバックを考慮し、IASBが一般的

なヘッジ会計に関する章を IFRS第 ９ 号に追加するときに、企業が自己の信用リ 

スクに関する規定のみを早期適用することができるように、IFRS第 ９ 号の早期 

適用のガイダンスを改訂するべきであると考えている。

（２）自己の信用リスクに関する利得及び損失の振替６０）

　自己の信用リスクに関する利得及び損失の振替について寄せられたコメントの

なかの一部に、負債の認識中止時に、自己の信用リスクに関する利得及び損失を

 ５８） 前掲稿、p.３。
 ５９） 企業間の比較可能性が損なわれかねないという理由で、早期適用を支持しないという意見もごく

一部寄せられた。

 ６０） 前掲稿、pp.３～５。
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OCIから当期純利益に振り返ることを要求するべきであるとする内容があった。

これは、以下の内容と整合するものである。

 （a） 償却原価で測定される金融負債の会計処理６１）。

 （b） 金融負債の認識中止時に、自己の信用に関する利得及び損失の累計額のリ

サイクルを提案する FASBの認識及び測定に関する提案。

 （c） OCIを通じて公正価値で測定することが強制される負債性金融商品の投

資に関する利得及び損失をリサイクルすることを要求する、分類及び測定

に関する公開草案の提案。

　一方、IASBスタッフは、以下の理由から、IASBが自己の信用リスクに関す

る利得及び損失のリサイクルを検討すべきではないと考えた。

 （a） このような会計処理は、分類及び測定に関する公開草案においてコメント

の対象になっていない。

 （b） OCIの利用及びリサイクルの処理についてはまだ確定されておらず、ディ

スカッション・ペーパー「財務報告に関する概念フレームワークの見直し」

の対象となっている。

 （c） FASBの提案はリサイクルを含むものであるが、両ボードは、分類及び測

定の特定の分野に関する主要な差異の軽減のみを目指している。

　IASBスタッフは、IFRS第 ９ 号への変更を最小限にする必要性について IASB

が常に配慮しており、そのため分類及び測定に関する公開草案は IFRS第 ９ 号の 

限定的な改訂のみを提案していることを示した上で、自己の信用リスクに関する

利得及び損失のリサイクルを IASBが検討すべきでないと提案した。

（３）IASBの審議と暫定合意６２）

　そもそもの問題の所在は、２０１５年 １ 月 １ 日の強制適用日において IFRS第 ９ 号

のすべてのフェーズに適用される予定であったのにもかかわらず、IASBによる

基準書の最終化に向けての進歩は、予定よりも遅延していたことである。理由と

 ６１） 償却原価で測定される金融負債の認識中止時に、自己の信用リスクに関する利得または損失は、
当期純利益で測定される利得または損失に含まれるためである。

 ６２） 前掲稿、p.６。
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しては、予想信用損失に関する提案を実行するのに要するリードタイムについて

の考慮を求めるコメントが多く寄せられたことなどによる。これらのコメントで

は、IFRS第 ９ 号の残りのフェーズが２０１３年末までに完了したとしても、基準書

の最終化から強制適用日までの間に少なくとも１８ヵ月間設ける IASBのプラク

ティスを遵守するための十分な時間的猶予がないことが指摘された６３）。IASBス

タッフは、分類及び測定に関する公開草案は IFRS第 ９ 号の強制適用日について 

特にコメントを求めていなかったが、２０１３年 ３ 月に公表された減損に関する公 

開草案は必要なリードタイムについてコメントを明確に求めていることを指摘し

た。

　IASBスタッフはまた、予想信用損失アプローチの詳細が最終化されるまで、

適当な IFRS第 ９ 号の強制適用日を提案することはできないであろうと言及した。

IASBは、減損並びに分類及び測定に関する再審議が完了し、IFRS第 ９ 号の最 

終版の公表日が確定したときに初めて、正確な強制適用日を決定することができ

るであろうと述べている。

　IASBスタッフは、ヘッジ会計の章の公表時に現在の強制適用日である２０１５ 

年 １ 月 １ 日を延期することを確認し、IFRS第 ９ 号の残りのフェーズの完了時に強

制適用日を決定することを結論の根拠において説明するよう、IASBに提案し 

た。IASBスタッフは、IFRS第 ９ 号の最終版の公表後に設けられる適当なリード

タイムを示すべきであることも提案した。許容できるリードタイムの見積りを表

明することをせず、そのかわりに十分な時間が設けられる予定であることを示す

ことが IASBスタッフに提案された。IASBはスタッフの提案に合意し、現在の

強制適用日である２０１５年 １ 月 １ 日を延期し、減損並びに分類及び測定に関する 

規定が最終化されるまで、強制適用日を定めるべきではないと暫定的に決定し 

た。

 第Ⅴ章　結論

　本稿では、金融負債の公正価値測定をテーマとして考察してきた。まず第Ⅱ章

において、金融負債に関する現行の流れについて確認した後、第Ⅲ章において金

融負債の公正価値測定における問題として、負債のパラドックス」を挙げ、実例

を用いて説明した。ここで、我が国においても、「負債のパラドックス」のような

 ６３） 特に保険会社や基準設定主体からは、強制適用日を保険契約に関する新たな基準書の強制適用日
と合わせることを要請するコメントもいくつか寄せられた。
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現象が、少数であるが発生していることを示している。また、米国では、金融機

関を中心にこのような現象が生じていることを示した。このような現象は、企業

の経済実態を著しく惑わすことととなり、これは投資家の投資意思決定に大きな

支障をきたすこととなる。したがって、筆者は、金融負債の信用リスクの変動に

よって生じる影響を、損益として認識することに疑問を感じざるをえない。

　第Ⅳ章において、このような問題を回避するための案として、金融負債の信用

リスクの変動によって生じる影響を損益として損益計算書に計上するのではな

く、その他包括利益として貸借対照表に計上することを提案した。この方法によ

れば、金融負債の公正価値測定において、「負債のパラドックス」といった問題が

起こることはなくなる。事実、FASBにおいても IASBにおいても、当該考え方

を推奨しており、今後このような方法が取られる可能性は高いのではないかと筆

者は考える。

　以上、現在の金融負債の公正価値測定を巡る問題についてみてきたが、各団体

における金融商品の測定については、長期的には単一の測定方法が望ましいと考

えており、金融負債を含む金融商品について、長期的には全面公正価値評価の方

向性を視野にいれている。そして、上記の方法によれば、大きな障害となってい

る「負債のパラドックス」問題について一定の解決を迎えることができるのでは

ないかと筆者は考える。しかし、これで全面公正価値測定の考え方が単一的に望

ましいと考えるのは少し早計であろう。なぜならば、「負債のパラドックス」問題

を解決することと、金融負債の公正価値測定における変動を OCIとして計上す 

ることが、投資家の企業評価に有用であるのかということに関しては、話が別で

あるからであり、これは今後の検討課題である。したがって、金融負債の公正価

値測定については、まだまだ議論が必要な論点であり、金融商品の全面公正価値

測定を巡る課題の中心であることに変わりはない。

（筆者は関西学院大学大学院商学研究科博士課程前期課程修了生）
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